
March 2014

中小企業の海外展開支援
ＯＤＡの今

P02  Message from 
　　　  村尾 信尚
　　　  小谷 真生子

P04  世界とつながる
　　  日本の中小企業
P06  JICA×中小企業の
　　  海外展開支援
P08  中小企業の実践例



profileprofile

1965年大阪府出身。大学卒業
後、日本航空に入社。退職後、
キャスターとしてNHK総合「モ
ーニングワイド」「おはよう日本」
などを担当。テレビ朝日｢ニュ
ースステーション｣にも参加。 
98年からテレビ東京「ワールド
ビジネスサテライト」、2014年
より「日経プラス10」のメーン
キャスターを務める。

KOTANI
Maoko

オールジャパンで
“下町プラットフォーム”をつくる

本の成長戦略を実現するた

めには、中小企業の力は必

要不可欠です。その市場も、もはや国

内に限っている時代ではない。そこで

今、新たな市場として注目されている

のが、欧米でもない、インドネシアや

ベトナムなどの開発途上国です。

　この数年で国内でも海外への事業

展開に関心を示している中小企業が

急増し、途上国側も日本の高い技術

力やきめ細やかなサービスを求めて

います。途上国でビジネスパートナー

を見つけ、自社が培ってきたノウハウ

を活用して現地の課題解決に貢献す

る。それが新たなビジネスモデルの

一つとして確立する日も、そう遠くは

ないかもしれません。しかし現状、そ

のマッチングがうまくできていないの

が、一番の問題ではないでしょうか。

　日本も政府レベルでさまざまなサ

ポートを始めていますが、どこに行け

ば情報が得られるのか、どの組織に

相談するのが適切なのかが分かりに

くい状態です。縦割りで情報共有が

うまくできていないように感じます。

　そこで強みを発揮すべきなのが

JICAです。ぜひここは、日本の中小企

業の海外展開支援の旗振り役となっ

てほしい。“下町プラットフォーム”とで

も言いましょうか。途上国の現場に

人がいて、情報やネットワークを持っ

ているJICAが中心となり、現地の日

本大使館、日本の地方自治体などを

まとめて、強い日本をつくっていって

ほしいと思います。

ュース番組のメーンキャスタ

ーとして、16年間にわたり、

国内外のさまざまなビジネスの現場

を見てきました。それぞれの国、それ

ぞれの会社に強みはありますが、そ

の中でも日本にはどこにも負けない

オンリーワンの技術があふれている

と実感します。私たちが便利な生活

を送ることができているのも、小さ

な町工場から生まれた技術のおかげ

ということも少なくありません。

　そんな日本の中小企業の技術が海

外、最近は特に東アジアなどの開発

途上国で必要とされています。それに

も関わらず、どう市場を開拓すべきか

分からず、足踏みをしていることは非

常にもったいないと感じます。日本経

済をこれから盛り上げていくために

も、中小企業が新たな挑戦をする時

代に差し掛かっています。

　私は、その仲介ができるのがJICA

ではないかと思っています。途上国

での活動を通じて蓄積してきた情報

やネットワークを、中小企業の海外展

開支援にぜひ生かしていただきたい。

海外でのビジネスは全てにおいて勝

手が違いますから、JICAという後ろ

盾があれば安心です。中小企業の皆

さんが求めているのは、まさにそこで

はないでしょうか。

　私も取材で培ったネットワークを

生かし、これからはアジアと日本がビ

ジネスを通じてつながり合えるよう

なお手伝いができればと思っていま

す。
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ビジネスでアジアとの
つながりを切り開く

日 ニ

1955年岐阜県出身。大学卒業
後、大蔵省（現財務省）に入省。
外務省ニューヨーク総領事館
副領事、大蔵省主計局主計官、
環境省総合環境政策局総務課
長などを歴任。退官後は、日本
テレビ「NEWS ZERO」メーンキ
ャスター、関西学院大学教授。

MURAO
Nobutaka
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世界とつながる日本の中  小企業
中小企業を後押しするJICAの支援

外に自社製品を輸出したい」「海
外に生産拠点を設けたい」…。私

たちが開設する中小企業向けの相談窓
口では、近年、こうした内容の相談が増え
ています。しかし海外展開先において、特
に現地の公的機関をビジネスパートナ
ーとしたい場合の情報が不足していま
す。
　そこで、期待が寄せられているのが
JICAの支援です。開発途上国の政府や

公的機関と強いつながりを持つJICAと
連携すれば、例えば医療機器メーカーが
保健省の職員や病院の院長らと直接話
ができるなど、通常ではアポイントを取
ることが難しい要人との商談も可能にな
ります。それは、途上国に日本の技術を
広める良い機会でもあります。JICAと力
を合わせることで海外に進出する中小企
業が増え、途上国の課題解決にも貢献で
きればと期待しています。

横浜の中小企業と途上国の成長を支援

浜市はこれまで、震災や戦災、公
害などの困難を公民一体で乗り

越え、成長してきました。その過程で培わ
れた市内企業の技術力が存分に発揮さ
れるよう、JICAをはじめ関係機関と連携
しながら、さまざまな国際協力を推進し
ています。
　2011年からは「Y-PORT事業」と称し、
公民連携で横浜による技術協力を海外
で展開。また「横浜水ビジネス協議会」を

設立し、開発途上国における上下水道分
野での事業展開に向けた取り組みも進
めています。公民の経験とノウハウを結
集することで途上国のニーズに幅広く応
え、また横浜の企業にも大きなチャンス
が生まれています。
　今後も地元経済の中核をなす中小企
業の活動を活性化し、また途上国の都市
開発に貢献していくことで、双方が共に
成長することを目指します。

日本の技術との連携がもたらす変化

れまで山口大学と連携してさまざ
まな研究を進めてきましたが、そ

の縁で山口県の多機能フィルター株式
会社とのつながりが生まれました。そし
て今、同社が持つ技術を活用して、バリ
島北部のバトゥール山で荒廃地の回復
に取り組んでいます。
　まずはパイロットプロジェクトとして、
溶岩に覆われて土壌が流出してしまった
山肌を同社が製造したシートで覆いまし

た。すると、土壌と水が流出しなくなり、
植物が育つ環境へと再生したのです。こ
の成果を目の当たりにして、日本の技術
力の高さを実感しました。今後はウダヤ
ナ大学のメンバーをはじめ、インドネシ
アの人々が日本から技術を学び、ココナ
ツやケナフといった地元の素材を使って
多機能フィルターシートの生産に取り組
んでいきます。それが災害防止につなが
ることを目指します。

参考：平成23年度中小企業海外事業活動実態調査（中小企業基盤整備機構）、国際収支統計（財務省）他

海外展開している中小企業（製造業）

ASEAN向け投資額の推移 対アフリカ投資残高とその割合

この数年、海外、とりわけ開発途上国への事業展開に
関心を示す中小企業が増えている日本。
世界屈指の技術力を、途上国の課題解決に生かそうと
いう動きが生まれている。

海外での事業展開をする企業数が増加！

→事例は12ページへ

「海

横

こ

企業に資金的な余裕がある

進出先の法制度や商習慣の知識がある

販売先を確保している

信頼できるパートナーがいる

進出先の市場動向についての知識がある

ASEAN、アフリカへの投資がアップ！

求められているのは、現地の情報とネットワーク！
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協力準備調査
 （BOPビジネス連携促進）

案件化調査

中小企業
連携促進基礎調査

PARTNER

日本センター

民間連携
ボランティア制度

普及・実証事業

開発途上国の社会・
経済開発のための
民間技術普及促進
事業

貿易・投資促進政策
アドバイザー

草の根技術協力
事業

現地で情報収集や調査をしたい 海外展開に向けて社員を採用・育成したい

現地で自社の製品や技術を普及したい その他

○c Takeshi Kuno

○c Kaku Suzuki
○c Shinichi Kuno

JICA　　中小企業の海外展  開支援 日本の中小企業の力を活用し、開発途上国の課題解決に挑む－。
JICAは日本の技術力でより良い社会を実現するため、
幅広い支援メニューを提供している。

対象国は決まっているが、現地での情報収集が進んでいな
い企業向け。途上国での事業展開に必要な基本情報の収
集、事業計画の立案を支援。

対象： 本邦企業とコンサルタント企業の共同提案が基本

事業経費・期間： 1件1,000万円を上限／最大1年間

→ 事例は、高組、テラモーターズへ

対象

事業経費・期間 　　　　 約80カ国

　　　　　  マーケティング、観光開発、環境など120種類以上。

対象国

対象分野

　　　　 partner.jica.go.jp/URL

途上国の貧困層を対象とした事業（BOPビジネス）を展開し
たい企業向け。ビジネスモデルの策定や事業計画の立案を
支援。

対象：   日本国登記法人

事業経費・期間： 1件5,000万円を上限（中小企業のみ2,000万円も可）／最大3年

→ 事例は、TESS、サラヤへ

事業経費・期間

対象

対象国の開発に資する製品、技術、インフラなどを有してお
り、それらを現地にアピールしたい企業向け。国内での視察
や技術指導、現地でのセミナー開催などを支援。

対象： 本邦登記法人

事業経費・期間： 1件2,000万円を上限／最大2年間

支援型：国際協力の経験が少ないNGO、大学、公益法人など
パートナー型：国際協力の経験が豊富なNGO、大学、公益法人など
地域提案型：地方自治体（自治体と連携する団体なども可）

対象

事業経費・期間

対象国での情報収集が進んでおり、自社の技術や製品を実
際に途上国で実証し、普及させようとしている企業向け。途
上国の政府関係機関に対する普及・実証を支援。

対象：    中小企業

事業経費・期間： 1件1億円を上限／1～3年間

→ 事例は、トップ工業、セキュリティージャパン／オガワ精機、多機能フィ
　 ルター、西野工務店、HALVOへ

事業経費・期間

対象

NGO、大学、地方自治体などがこれまで培ってきた経験、技
術を生かして企画した途上国への協力活動をJICAが支援
し、共同で実施。

→ 事例は、帯広商工会議所へ

途上国政府の投資促進能力向上のためにJICAが派遣して
いる日本人専門家から、現地のビジネス環境情報などを得
ることができる。ベトナム、ラオス、インドネシア、ミャンマ
ー、スリランカ、ネパール、バングラデシュ、パキスタン、モザ
ンビーク、モロッコなどに派遣中。

→ 事例は、みどり工学研究所、アペレ、わだまんサイエンス、エビスマリン、
　 電協エンジニアリングへ

対象国での情報収集が進んでおり、ODA事業への参加をき
っかけに自社の製品や技術で海外進出したい企業向け。
事業計画の策定、現地ネットワークの構築などを支援。

対象：  中小企業、中小企業団体の一部組合

事業経費・期間： 1件3,000万円を上限（機材輸送が必要な場合は5,000万円）事業経費・期間

対象

＊平成25年度までは外務省委託費事業としてJICAが契約関係事務支援業務を担当。

途上国でのボランティア経験を通じて、グローバルな感性
を持つ社員を育成し、現地のネットワークを構築したい企業
向け。企業のニーズを踏まえて、JICAボランティアの派遣国
や職種、期間をカスタマイズできる。

グローバル人材を求める企業と、海外での活躍を目指す人
材を結びつける「国際協力キャリア総合情報サイト（PART
NER）」。海外経験や専門知識を備えた人材を採用したい企
業が、求人の掲載や人材情報の閲覧ができる。

JICAの支援で設置した「日本センター」では、現地でのビジ
ネス人材の育成・確保に関する情報を入手することができ
る。対象国は、カンボジア、ベトナム、ミャンマー、ラオス、モ
ンゴル、ウズベキスタン、キルギス。

＊利用には団体登録が必要（登録無料）。

　　　　 japancenter.jica.go.jp/URL

06　                 特別号  March 2014 特別号  March 2014  07




